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1.1. 調査概要 

中国調査の目的は、次の通りである。まず、中国における野菜市場の現状（販売されて

いる品目、高付加価値野菜の訴求の方法、価格差など）を明らかにする。その上で、植物

工場や植物工場野菜の市場可能性として、中国市場において訴求可能な点を検証する。ま

た、野菜輸出の可能性、工場輸出の可能性について、可能な限り明らかにする。 

中国調査の結果概要は、次の通りである。 

第一に、中国における野菜市場では、「日式（日本式）」「安心・安全」といった売り方

をする農産物が存在し、一定の高付加価値型商品として浸透していた。また、国の認証に

よる有機野菜だけでなく、産地毎のブランドが確立されていた。同時にトレーサビリティ

を明確にした野菜も多く見られた。特に日式は「安全・安心」と同レベルの信頼度を誇り、

日本式の栽培方法で現地生産した農産物についてもブランド確立は可能とみる。 

第二に、植物工場野菜が訴求できるポイントとしては、既に高い付加価値が認められて

いる「日式」「安心・安全」が挙げられる。「味（みずみずしい）」については、試食など

を通じ食べ方と味を提案する機会が必要と考えられる。「高機能性」については、類似し

た農産物は見られず、ニーズ開拓の余地がある。植物工場野菜を利用してもらう機会をよ

り明確に絞り込むことで、訴求の方法を検討する必要がある。 

第三に、中国における農産物の輸入については検疫などの障壁が大きく、制度上現実的

では無い。工場輸出については、現地法人の協力先を開拓し、植物工場野菜のポジショニ

ングを明確にした上で、必要な収支シミュレーションを行うことが必要と考えられる。 

1.2. 現地調査結果 

本調査では、現地小売店の視察ならびにヒアリング調査、文献調査を行った。はじめに

現地小売店の視察調査結果について述べ、次にヒアリング調査や文献調査などから得られ

た結果を踏まえた小括を述べる。 

1.2.1.現地小売店視察調査 

(1)天津伊勢丹（天津市） 

天津伊勢丹は 1993 年に開業した大型百貨店であり、中国における伊勢丹店舗の中で

最も古い歴史を持つ。現在では、「IESTAN FARM」ブランドを展開している。「ISETAN 

FARM」ブランドではミニトマト、芽キャベツ、ベビーリーフ、パック詰めされたサラ

ダなどを販売しており、「安心・安全」を訴求している。パック詰めされたサラダには、



 

食べ方が記載されていた。 

生鮮野菜の販売面積のうち、「ISETAN FARM」は約 1割程度で、ほとんどが有機野

菜・無公害野菜（低農薬野菜）であった。青果の販売ではパック売りと量り売り（販売

フロアで店員が重量を量り、値札を付けたものをレジで精算する方式）が混在している

ものの、売り場面積としてはパック売りが殆どであり、量り売り野菜の面積は少なかっ

た。 

日本産の青果としては、日本産ふじりんごが 23.8 元/100g で販売されていた。また、

朝日緑源（アサヒビール株式会社）が山東省で生産・販売する「美の苺」も販売されて

おり、価格は 1パック約 65元（パックあたり約 250g）であった。同じく販売されてい

る一般の苺は 1パック約 45元（パックあたり約 320g）であった。 

写真１ 天津伊勢丹店舗 

 

写真２、３ ISETAN FARM で販売されている野菜 

（左：芽キャベツ・鍋用葉物野菜、右：サラダ（下に食べ方の記載あり）） 

 

(2)太平洋百貨店（北京市） 

太平洋百貨店は、台湾の太平洋 SOGO百貨グループの大型百貨店であり、現地では伊

勢丹やロッテ百貨店などと同じ高級百貨店の位置づけになる。訪問時は日本食フェアが



 

行われており、日本産のお菓子やお米などが陳列されていた。また、現地日本人向けの

フリーペーパーが置かれ、日本人客も数名、見受けられた。 

青果の価格は概ね高価であり、パック売りがメインで、量り売り青果の面積は少なか

った。日本産の青果としては、ギフト用の日本産の世界一りんご（リボンが付けられ、

個々に包装されたもの）が 198 元/kgで販売されていた。また、朝日緑源の「美の苺」

に日本語での説明書きが置かれており、日式（日本の生産・管理方法で栽培された安全

な苺であること）であることが日本語で説明されていた。価格は 1 パック約 90 元（パ

ックあたり約 300g）であった。 

また、水耕栽培で作られた無公害レタスが 1パック 14.1元（キロあたり 69.6元）で

販売されており、栄養成分などが記載されていた。他にも、パック詰めのサラダが置か

れていたり、ギフト用と推測される「有機野菜」と書かれた箱が置かれ、贈り物として

の有機野菜の詰め合わせ販売が見られたりなど、他店には無い商品も何点か見受けられ

た。 

写真４ 太平洋百貨店 

 

写真５ 水耕栽培レタス（栄養価の表示あり） 

 

(3)カルフール 双龍店（北京市） 



 

カルフール（家楽副）はフランス資本の大手スーパーであり、主にミドルクラスを対

象にした大規模小売店舗である。中国国内で 94 店舗を展開しており、食料品や日用品

だけでなく、家電、衣料品、各種テナント、フードコートなどが入っており、複合型店

舗展開を行っていることが特徴である。 

青果は、大量に山積みされた中から量り売りをするものと、パック詰めされたものが

混在しており、同じ野菜品目でも数種類のラインナップが見られた。例えば、トマトで

あれば、良品トマト（12.96 元/kg）、無公害トマト（14.98 元/gk）、有機トマト（37.00

元/kg）があり、それぞれに産地表示・固体番号のシールが貼られていた。また、シール

には産地ごとにマークが表示され、産地ごとのブランディングが図られていた。 

山積みされた野菜の上に、生産者の写真をパネルで貼り出したり、産地を大きく表示

したりすることにより、安心・安全を訴求した販売方法を行っていた。 

日本産野菜は見受けられなかったが、現地生産と思われるふじりんごや、アメリカ産

のリンゴやオレンジなどが陳列されていた。 

写真６ カルフール双龍店 

 

写真７、８ 産地ブランド・固体番号のシールが貼られた野菜 

 

 



 

(4)イトーヨーカドー 新十里堡店（北京市） 

イトーヨーカドー（華堂商揚）は現地在住の日本人だけでなく、現地ミドルクラス層

も対象にした小売店舗である。北京市内に 9店舗を展開している。食料品や日用品、衣

料品などを扱っており、店舗形態は日本と大きな違いは見られなかった。 

青果は、量り売りとパック売りが混在していた。パック売り野菜の一部コーナーでは

有機野菜コーナーも見られ、生鮮野菜販売面積全体の１～２割程度であった。また、小

湯山産野菜や永順◎（◎は化の下に十を書いた漢字）産野菜といった産地ごとのブラン

ド野菜の販売面積が多く、ブランド毎に同じコーナーで販売されていた。各野菜の産地

は、ブランド毎にシールが貼られ、見やすく表示されていた。 

日本産野菜は見受けられなかったが、現地生産と思われるふじりんごや、アメリカ産

のチェリーなどが陳列されていた。また、可果美（カゴメ）の野菜ジュースが生鮮野菜

売場の一角に陳列されていた。 

写真９ イトーヨーカドー新十里堡店 

  

写真１０、１１ 左：小湯山産野菜、右：永順◎（◎は化の下に十を書いた漢字）産野菜 

  



 

(5)イオン（ジャスコ）１号店（北京市） 

イオンショッピングセンター（永旺国際商城購物中心）は、2008年 10月に北京市郊

外へ 1号店をオープンし、現在では北京市周辺に 2店舗を展開している大規模小売店舗

である。北京市郊外に位置し、中心部から車で 40 分から 1 時間程度要する。大規模な

駐車場を併設した郊外型ショッピングセンターで、北京市周辺では未だ珍しい商業形態

である。1 号店は食料品や日用品、衣料品、家電、レストランなどが入った大型ショッ

ピングセンターとして展開しており、店舗の形態は日本と大きな違いは見られなかった。 

青果は、量り売りとパック売りが混在していた。パック売り野菜の一部コーナーでは

有機野菜コーナーも見られたが、生鮮野菜販売面積全体の約１割程度と、ごく僅かであ

った。むしろ、産地毎に販売棚が分けられており、小湯山産野菜や留民菅野菜などの何

らかの産地シールが貼られたり、個別に産地の記載があったりする野菜がほとんどであ

った。訪問した時間帯が午前中だったため、比較的鮮度のよい野菜が豊富に陳列されて

いた。 

写真１２ イオン（ジャスコ）1 号店 

 

写真１３、１４ 小湯山産野菜 

 

(6)双龍超市 



 

双龍超市は現地ミドルクラス～ロークラスを対象とした現地人向けスーパーである。

食料品を主に扱う現地ローカルスーパーであり、客層もカルフールやイオンとは若干異

なる。 

青果は、量り売りとパック売りが混在しており、量り売りの面積がパック売りより多

く見られた。有機野菜などの専用コーナーは見られなかったが、パック売り野菜の一部

に無公害野菜や有機野菜が見られた。また、一部の野菜に産地表示・固体番号のシール

が貼られていたものの、こうした野菜は相対的に少ない傾向であった。 

日本産野菜、その他輸入物の野菜は確認できなかった。また、苺などでは形が悪くバ

ラツキが多いものが見られ、外資系小売店舗との品質の差が見られた。 

写真１５、１６ 左：双龍超市、右：有機レタス 

  

 

1.2.2.調査結果の小括 

本調査結果の小括は、以下の通り。尚、以下の内容は、現地視察調査、一部小売店に

対するヒアリング調査、ならびに文献調査から得られた情報を踏まえたものである。 

(1)有機野菜等の認証 

主な有機野菜等の認証は、下表の通り。 

図表１ 中国国内における主な低農薬・有機野菜の認証制度 

 無公害野菜 緑色野菜 
有機野菜 

（IFOAM 認証） 
有機野菜 

認証 
機関 

農産物品質安全

センター（国家

中国緑色食品発展センター

（国家農業部） 
中国有機発展セン

ター（国家環境保護

中緑華夏有機食

品認証センター



 

農業部） 部） （国家農業部） 

認証 
基準 

 「無公害農産

物技術規程」を

遵守し、合理的 
に化学肥料・農

薬を使用するこ

と。 

各自治体により

認証基準が異な

る 

【AA級、有機食品相当】 
化学肥料、農薬、生長促進

剤及び遺伝子組み換え技術

を使用せず、一切の化学合

成物質が検出されてはなら

ない 
 
【A級、減農薬相当】 
生産中に許容限度内の量、

時間、種類で安全性の比較

的高い化学合成物質の使用

が可能であり、国際化学製

品連盟に使用許可されてい

る肥料、農薬については、

その残留は国際公認基準の

２分の１以下でなくてはな

らない 

国際有機農業運動、

IFOAM連盟が策定

した有機農業基準

に依拠。 
3年間の有機栽培が

必要 

「中緑華夏有機

食品認証センタ

ー」（中緑華夏有

機食品認、 
COFCC) が 認

証。 

出典：農林中金総合研究所（2008）「中国野菜安全性確保の取組実態」他 

(2)消費者像 

日系小売店のなかでも、百貨店を利用する顧客は、外資系企業勤務や海外在住の経験

を持つなど、特定の高所得層である。こうした層は食品のおいしさや新鮮さ、安心・安

全にも高い対価を払う傾向にある。 

また、パック野菜だけでなく、2分の 1や 4分の 1にカットされた白菜が販売される

など、カット野菜についても十分に一般的な存在となっている。 

一方で、パック詰めされたサラダが百貨店のみで販売され、そのパックにも食べ方が

書かれているなど、生で野菜を食べる文化は未だ十分に根付いてないと考えられる。中

華料理は野菜を炒めたり、蒸したりするなど何らかの加工をするものが殆どであり、生

で野菜を食べるにはその「食べ方」（どのようにして食べたら美味しいか）を一緒に訴

求する必要がある。今後、食文化の多様化が進めば生食の習慣も広まると考えられる。 

また、現地ヒアリング調査によれば、中国人はお茶にこだわりを持つ家庭が多いが、

このこだわりは「体の中に良いものを取り入れることで綺麗になる」という意識が根付

いていることが背景にある。その為、東京へ観光した際に「飲む化粧品」を買い占める

中国人女性も多く存在する。このことから、おいしさだけでなく、その食品が体に良い

かどうかを気にする層もある程度存在すると考えられる。 

(3)日本産野菜の中国への輸出状況 

中国における日本からの輸入産品は、以下のように分類されている。 



 

 

出典：株式会社日通総合研究所（2006）「我が国の農林水産物・食品輸出マニュアル-中華人民共和国編-」 

（平成 17 年度農林水産物貿易円滑化推進事業） 

農産物は輸入制限品目のうちの「検疫許可証管理品目」に該当しており、中国国内で

は輸入者が輸入をする前に、国家質量監督検験検疫総局（中華人民共和国国務院の直属

機関、全国の貿易商品の検査・検疫などを管理）からの「進境動植物検疫許可証」を取

得する必要がある。許可証を取得の上、書類検査を合格した場合は、サンプル抽出検査

で有害生物有無の確認のため、リスク分析調査が行われる。 

原則として、中国への輸入実績があるりんご・梨・米以外の農産物は中国の検疫許可

が降りず、輸入することは難しい。検疫許可が降りたとしても、リスク分析調査を経ね

ばならず、中国側の輸入業者・物流業者にとって、輸入実績があるりんご・梨・米以外

の農産物を輸入することに対して消極的な業者が多い（財団法人自治体国際化協会

（2007）「中国の果実市場と日本産果実の対中輸出上の課題」）。そのため、中国側の輸

入業者を開拓することが難しく、上記 3品以外の農産物を輸出することは障壁が非常に

高いと考えられる。 

ただし、財務省「貿易統計」において、過去 3カ年における野菜（品目コード 07「食

用の野菜、根及び塊茎」）の中国輸入量実績は下表のようになっている。りんご・梨・

米以外の農産物でも、僅かではあるが輸入実績があることが確認される。日中政府間で

輸入が公式に認可されれば、検疫手続もより簡素になり、中国側の輸入業者も農産物の

輸入へ参入しやすくなるため、参入の機会は高まると考えられる。 

図表２ 日本から中国への野菜輸入量の推移（2006～2008 年度） 

品目 

コード 
品目名称 

輸入量（千円、年度） 

2006 2007 2008 

0702 トマト 305  -  -  

0703 たまねぎ、シャロット、にんにく、その他のねぎ属の野菜 7,900  34,866  -  

0704 キャベツ、カリフラワー、その他あぶらな属の食用の野菜 -  -  -  

0705 レタス、チコリー -  -  -  



 

0706 にんじん、かぶ、サラダ用のビート、その他食用の根 717  -  578  

0707 きゅうり及びガーキン -  -  -  

0708 豆 -  -  -  

0709 その他の野菜 -  -  -  

0710 冷凍野菜 14,879  1,907  7,387  

0711 一時的な保存処理を施した野菜 11,201  24,787  15,549  

0712 乾燥した野菜 33,424  33,820  7,326  

0713 乾燥した豆 11,973  675  -  

0714 
カッサバ芋、アロールート、サレップ、菊芋、かんしよ、その他

塊茎並びにサゴやしの髄 
- 1,910 1,171 

出典：財務省「貿易統計」より作成 

(4)青果の流通構造 

① 現地産農産物の流通 

北京市内の小売店で販売される生鮮野菜は、北京市公営の卸売市場から流通している。

公営の卸売市場では、それぞれの農家が自前の農場で採れた野菜を持ち寄っており、な

かには収穫時期が不明なものも多い。一部野菜では、北京市農業局管理のもと、固体番

号と収穫時期を記載したバーコードシールを貼っているものもある。また、自由市場（農

貿市場）も存在するが、現地の中高所得者層はスーパーマーケットの利用が主となって

いる。ただし、こうした流通制度は直轄区である北京市独自のものであり、他市や他省

の場合は異なる可能性がある。 

現地ヒアリング調査によれば、北京付近で流通する野菜は主に山東省産のものが多い。

水や土が豊かである、ということが主な理由であり、日系の工場も多く存在する。朝日

緑源の農場も、山東省に位置する。 

② 日本からの輸入農産物の流通 

日本からの輸入実績があるりんごの例を挙げる。 

りんごの流通経路は、現地の輸入業者（現地販売卸業者・商社）を経由して現地販売

店へ流通する経路が主であり、日本の輸出業者から直接中国の小売業者へ渡すことは少

ない。ヒアリング調査によれば、輸入業者を介さない場合は検疫に想定以上の時間を要

し、到着までの日数が多くかかってしまうことがある。また、現状で収穫から現地到着

までは概ね 1週間～10日程度かかってしまい、鮮度が落ちざるを得ない。 

図表 日本から中国へのりんごの流通経路 



 

 

出典：農林水産省（2008）「平成 19 年度農林水産物貿易円滑化推進事業のうち品目別市場実態調査」 

りんごの場合、大きく分けて買取方式もしくは委託方式で現地小売店へ販売される。

買取方式は、購入条件を決めた上で小売店が買い取る方式であり、委託方式は、小売店

が業者へ販売を委託し、その販売金額の定率を受け取るものである。販売店側が販売方

法などを認知していない場合は委託販売を利用することが多く、中国における日本産り

んごの約 3 分の 2 を取り扱う業者は、店舗での販売を委託され自ら販売を行っている。

販売当初は価格に対しての価値が認知されず、「マネキンを置き、試食販売と価値の説

明によって『お客を作った』」ことにより、徐々に普及した（農林水産省（2008）「平成

19年度農林水産物貿易円滑化推進事業のうち品目別市場実態調査」）。 

(5)ブランディングの現状 

生鮮野菜のブランディング手法として、安心・安全を訴求するものが数多く見られた。

具体的には、以下のような訴求方法が見られた。 

� 有機野菜・無公害野菜など、認証機関の安全性を訴求 

� 朝日緑源の「美の苺」のように「日式」による生産・管理を訴求 

� トレーサビリティシールなどを活用し、産地を明らかにすることで安心を訴求 

� 顔写真などを活用し、生産者を明らかにすることで安心を訴求 

� 小湯山野菜など、産地ごとにブランドを確立することで安心を訴求 



 

また、同じ有機野菜でも、店舗による販売価格の違いが見られた。例えば、現地ロー

カルスーパーである双龍超市は有機トマトが 14.62 元/kg で販売されているのに対し、

カルフールでは有機トマトが 37.00元/kg、イオン（ジャスコ）では留民菅産有機トマト

が 31.80元/kgであった。 

一方で、高栄養価といった野菜の機能を訴求するものは見られず、機能面でのニーズ

開拓の余地があると考えられる。 

1.2.3.植物工場野菜の輸出可能性 

以上、得られた調査結果より、植物工場野菜の輸出可能性について検討する。 

(1)小売店における植物工場野菜のポジショニング 

植物工場野菜が持つ機能である、「安心・安全」「味（みずみずしい）」「高機能」

の 3点について、中国市場の受容性を検討する。 

① 安心・安全 

消費者の動向を見ると、品質の管理や生産過程における安全性については関心が

高い。その為、植物工場野菜が「日式」で生産されていること、管理された室内で

栽培・加工されており「安心・安全」な野菜であること、土を使わないため土壌汚

染の影響を受けないことは、中国人消費者にとっても大きな訴求力を持つと考えら

れる。一方で、「水耕栽培」という野菜は百貨店にしか並ばない未だ珍しい存在であ

り、植物工場野菜の持つ「安心・安全」を訴求する場合はその生産プロセスから知

ってもらう取組が必要と考えられる。 

② 味（みずみずしい） 

中国人消費者に野菜を生で食べる習慣は十分に根付いているとは言えず、百貨店

のパック詰めされたサラダにも食べ方が記載されるほどである。日本産りんごが市

場に出始めた際、「試食販売と価値の説明」により顧客を作ったことを鑑みれば、実

際に食べてもらう機会を通じて、味と食べ方の両方を広める必要がある。 

また、日本政策金融公庫が 2008 年に実施した中国富裕層を対象にしたアンケー

ト（消費者動向等調査結果）では、日本産食品に対するイメージは「『見た目がよい』

『高級感』『品質がよい』が、『おいしさ』では中国産や台湾産・香港産には劣る」

となっており、また「日本からの輸入食品を購入する場合の情報源は、「友人、知人

の紹介」が８割でトップ、次いで「店頭の試食」が６割となっている。 

上記の点を鑑みれば、現地業者と協力し、マネキンを置くなどの上で、生で食べ

る機会を提案しつつ、味についても訴求することが必要と考えられる。 



 

③ 高機能 

中国市場に流通する農産物について、野菜の機能（栄養価が高い、体に良いなど）

を明確に訴求した農産物は見られなかった。食の安心・安全は高い関心がある一方

で、市場が日本ほど成熟化しておらず、まずは無農薬や有機栽培などの安全な野菜

を求める傾向がある。今後、消費者のニーズが多様化するにつれ、高機能な野菜へ

のニーズを開拓する余地は十分にあると考えられる。 

以上、3 点について検討したように、植物工場野菜の持つ機能は、中国市場において

も受容性がある程度存在すると考えられる。一方で、植物工場野菜や水耕栽培野菜は、

今までの中国市場において存在しない商品であり、その参入の際は、ターゲットを明確

にした上で、植物工場野菜を利用する「機会」を提案することが重要である。日本産り

んごが比較的よく売れている背景には、中国人は果実を食べる習慣があったこと、贈り

物として利用する機会を上手く取り込んだことがある。植物工場野菜を訴求する際には、

普段の生食用として利用してもらうのか、あるいは特別な日の食事や安心・安全な贈り

物として利用してもらうのか、利用の機会を詳細に想定し、予めポジショニングを明確

化する必要がある。 

ポジショニングにおいては、既存野菜との違いを明確にすることで、より高付加価値

の野菜として販売できる。例えば、先ほど見たように、「高機能」を訴求する野菜は多

くないため、「栄養価が高い」「体に良い」ことを訴求した、「特別な野菜」としての売

り方が想定される。また、春節時に贈答用として利用される食料品は、珍しく高価な嗜

好品であることが多く、植物工場野菜を「日式青果物のギフト」といった売り方をする

ことで、既存の有機野菜との差別化、高付加価値に繋がる可能性がある（中国富裕層の

うち、祝日の贈答に食品を購入したことがある者のうち約 6割は果物を、約 5割は酒類

を、約 1割は野菜を購入した経験がある（政策金融公庫（2008）「消費者動向調査」））。 



 

図表３ 植物工場野菜の想定される利用シーンとターゲット・競合・チャネルの比較 

想定する 

利用シーン 
ターゲット 主な競合 販売チャネル メリット デメリット 

毎日利用す

る野菜 

現 地 中 高

所得者層 
現地産一般野菜、 
現地産無公害・有機野

菜、ブランド野菜 

日系・外資系大手

スーパー － 

競合相対多 
価格競争力が相対

弱 

少し特別な

野菜 

〃 野菜ジュース、健康食

品 
現地産無公害・有機野

菜、ブランド野菜 
 

日系・外資系大手

スーパー 
大手百貨店 

高付加価値を訴求可

能 
機能を売りにした競

合は相対少 

利用シーンとして

のどの程度存在す

るか不明 

新たにニーズを開

拓する必要性 

贈答用とし

ての野菜 

〃 果物、お酒（白酒）、 
飴などのお菓子 

大手百貨店 高付加価値を訴求可

能 
贈答用として野菜

の利用が少ない 

(2)日本産植物工場野菜の輸入可能性 

前述のように、りんご・梨・米以外の農産物を中国で輸入するには、高い障壁がある。

検疫許可が降りにくいこと、降りたとしても現地での輸入業者が見つかりにくく、輸入

業者を通さない販売では検疫通過に不安定な要素が多いことなどが理由である。また、

現状で収穫から販売まで 1週間～10日程度かかると言われている輸送日数も、鮮度落ち

の要因となり、高付加価値型の野菜として販売することは難しい。 

日中間で正式に野菜品目の輸入が認められない限り、日本で生産した植物工場野菜を

中国で輸入販売することは困難であると考えられる。 

(3)植物工場施設の輸入可能性 

植物工場施設を中国において輸入するには、第一に小売店や中食への野菜の販売を想

定する場合と、第二に集客施設としての利用を想定する場合が想定される。 

いずれの場合も、協力先となる現地法人を開拓することは必須であり、その為には植

物工場野菜のポジショニングとターゲットを明確にする必要がある。植物工場野菜の利

用を想定する場面についてより明確化した上で、想定される販売数量を基に、工場の適

切な規模や収支計算を行うことが想定される。 

(4)今後の検討課題 

今後の検討課題は、以下のような点が挙げられる。 

第一に、現地消費者の意向を詳細に把握し、植物工場野菜のポジショニングをより明

確化することである。贈答品としての野菜の利用可能性や、あるいは特別な日に使う食

材としての利用可能性といった点について、現地消費者を対象としたアンケートやイン



 

タビューを通じ、綿密に調査する必要性があると考えられる。 

また、中国人にとってなじみのない野菜を供給するより、比較的中国人にとってなじ

みやすい野菜を生産・供給することや、おいしい食べ方の情報発信を行うなど、栽培品

目や販売方法には様々な実証・検証を要する項目があり、今後これら栽培品目や販売方

法・情報提供方法についても、検証をしていくことが必要である。 

第二に、現地で工場を建設した場合の適切な規模とコストについて検討することが必

要と考えられる。植物工場野菜のポジショニングを明確化した上で、適正規模や採算性

の見込みについて、適切な収支シミュレーションを行う必要性があると考えられる。 

この場合、現地の制度等を調査し、持続的な生産・流通体制（種や資材の仕入、メン

テナンス方法、作業スタッフの確保と教育、栽培管理など現地で対応すべき事象全般）、

販路等を考慮に入れた『良き事業パートナー』の選定方法、資金等の調達方法などにつ

いても、検討を進めていくことが必要である。 

 


